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1．はじめに
　今日、多くの監査論の書物は財務諸表の適正性の立証の根拠となる「合理的な基礎」の概念やその
形成過程を抽象的な表現でしか説明していない。つまり、「合理的な基礎」とはどのような概念であり、
それがどのようにして形成されるのかについての論理が今一つ明確になっていないのである。
　これに対し、筆者は、別稿において、財務諸表の適正性を立証するには次の2つの過程を経なけれ
ぼならないことを指摘した。
　＠　個々の監査対象にっいて検出した虚偽の表示を集計して「重要性の値」と比較し、各監査対象
　　の適正性を立証すること
☆会計専門職研究科教授
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　⑤すべての監査対象について検出した虚偽の表示を再集計して「重要性の基準値」と比較し、財
　　務諸表全体の適正性を立証すること
　そして、⑤の結果から監査人が得た財務諸表の適正性に関する心証を「合理的な基礎」というと結
論づけた。
　しかしながら、「合理的な基礎」は、また、監査上の重要性にも密接に関係していることから、そ
の中核に位置すべき中位数の概念、監査リスクの把握方法、さらには、監査意見と「合理的な基礎」
との関係についても、明確にしておく必要がある。「合理的な基礎」とこれらとの関係を明確にする
ことによって、「合理的な基礎」の形成に関する基礎研究が成り立つことになるからである。
　そこで、本稿においては、監査人が監査意見を表明するに際して形成しなければならない「合理的
な基礎」について、まず、その概念と形成過程にっいて簡単に振り返ったうえで、「合理的な基礎」
がいかにして形成されるのかに関し、中位数、監査リスク、そして監査意見との関係について検討す
ることにする。
2．財務諸表の適正性と「合理的な基礎」
　すでに別稿（長吉〔2008〕）において明らかにしたとおり、監査人が財務諸表を監査してその適正
性を主張するためには、監査の結果判明した虚偽の表示（すなわち監査要点に対する阻害事項）の集
計結果が、個々の監査対象に係る「重要性の値」1と財務諸表全体に係る「重要性の基準値」という監
査人が設定する2種類の重要性の基準未満に収まっていなけれぼならない。
　すなわち、次のとおりである。
　＠　監査人が個々の監査対象の適正性にっいて検証した結果、虚偽の表示がないか、あるいは、あっ
　　たとしてもその虚偽の表示の集計結果が当該監査対象に係る「重要性の値」未満に収まっている
　　こと。
　⑤監査終了後すべての監査対象について検出した虚偽の表示を再集計した結果が、財務諸表全体
　　に係る「重要性の基準値」未満に収まっていること。
　監査人は、個々の監査対象の適正性を検証するために、監査対象である各勘定科目、内訳明細表、
計算シート、または伝票等に監査手続を適用して必要な監査要点を立証しようとするが、当該監査対
象の全部または一部に虚偽の表示があるためにすべての監査要点を立証できないことがある。しかし、
仮にすべての監査要点を立証できなかったとしても、監査人は、検出した虚偽の表示のうちの利益に
影響を及ぼす虚偽の表示2を集計して自らが設定した監査対象に係る「重要性の値」と比較・検討し
た結果、虚偽の表示の集計結果が当該監査対象に係る「重要性の値」未満に収まっているという
1　監査基準委員会〔2005〕は、「重要性の値」と「重要性の基準値」とを区別して使用している。前者は勘定や取引
に関する重要性の基準（7項）であり、後者は財務諸表全体に関する重要性の基準（5項）である。前者は後者を基
にして決定される。
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心証3を得たならば、監査人は、当該監査対象は適正であると判定することになる。上記＠は、この
ような監査人の判断の過程と結果を示している。
　次いで、監査人は、すべての監査対象について監査を終了した後、監査対象の適正または不適正に
関係なく、利益に影響を与えるすべての虚偽の表示を再集計する。そして、その再集計結果と財務諸
表全体に係る「重要性の基準値」とを比較・検討した結果、虚偽の表示の再集計結果は財務諸表全体
に係る「重要性の基準値」未満に収まっているという心証を得たならば、監査人は当該財務諸表は全
体として適正であると判定することになる。上記⑤は、このような監査人の判断を示している。
　逆に、監査人が、上記④と⑤に係る虚偽の表示の（再）集計結果がそれぞれ「重要性の値」と「重
要性の基準値」以上であるとの心証を得たならば、監査人は当該監査対象や財務諸表は不適正である
と判定することになる。
　そして、⑤の場合において、監査人が財務諸表の適正性に関する意見を表明するために自らが得た
心証を、とくに「合理的な基礎」4という。つまり、上記＠に関する監査人の判定結果を踏まえたうえで、
最終的に⑤に関して監査人が得た心証を「合理的な基礎」というのである。「合理的な基礎」とは、
監査人の表明する意見が適正意見であるか不適正意見であるかにかかわらず、監査人が最終的に財務
諸表の適正性に関する意見を表明するために自らが得た心証である。
　以上の＠と⑤は、それぞれ次ページの《図表1》と《図表2》のように示される。
3．「合理的な基礎」の形成
（1）中位数と「重要性の基準値」
　監査人が財務諸表の適正性に関する意見を表明するためには、財務諸表の適正性に関する心証、す
なわち「合理的な基礎」を得なければならないが、この心証は「重要性の値」および「重要性の基準
値」という監査上の重要性と密接に関連している。このため、「合理的な基礎」の形成に関しては、
監査上の重要性の決定方法についても検討する必要がある。
2　本稿では、虚偽の表示を経営者が採用した会計方針の選択およびその適用方法によって発生するものに限定してい
　るため、利益に影響を及ぼす虚偽の表示を集計して「重要性の値」または「重要性の基準値」と比較するとしている。
虚偽の表示には利益に影響を与えないものもある。これは、一般に財務諸表の表示に関する虚偽の表示として認識さ
れているが、これに関しては本稿では論及しない。ただし、経営者が採用した会計方針の選択およびその適用方法に
　よって発生する虚偽の表示も財務諸表の表示に関する虚偽の表示も、監査人による財務諸表の適正性の判断に与える
影響は同じである。
　　なお、虚偽の表示を再集計する際にも利益に影響を及ぼす虚偽の表示だけを取り上げて「重要性の基準値」と比較
　するとしているが、その理由も上記と同様である。
3　心証とは「①心にうける印象、②裁判官が訴訟事件の審理において、その心中に得た事実認識ないし確信」（広辞
苑第6版）である。監査論においては②の意味で用いられている。
4　多くの監査論の書物は「合理的な基礎」の概念やその形成過程を抽象的にしか表現していない。監査意見を形成す
　る基礎となる「合理的な基礎」の概念は、本文で示したように、財務諸表の適正性に対する虚偽の表示の再集計結果
　と財務諸表全体に係る「重要性の基準値Gとを比較考量した結果、監査人が財務諸表の適正性に関して得た心証であ
　る。これについては長吉〔2010〕を参照されたい。
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《図表1》監査対象の適正性の判定
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《図表2》財務諸表の適正性の判定
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　監査上の重要性は、「財務諸表全体に与える虚偽の表示の影響を考慮して判断されるが、発見され
た虚偽の表示が個別に又は集計して重要であるかどうかの判断に当たっては、財務諸表の利用者の経
済的意思決定に影響を与える程度を考慮しなければならない。」（監査基準委員会〔2005〕2項）とさ
れている。つまり、ある項目が財務諸表の利用者の経済的意思決定に影響を与えるのであれば、当該
項目は重要であると考えられ、また、ある項目が財務諸表の利用者の経済的意思決定に影響を与えな
いのであれば、当該項目は重要ではないと考えられる。このため、この概念は相対的なものであって、
絶対的に確立しているわけではない。その理由は、監査上の重要性は被監査会社の規模に応じて異な
り、また、同一の被監査会社であっても客観的な企業外部の経営環境（外部環境）に応じても異なり、
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さらには、投資者の心理状態によっても異なるからである。
　このように、監査上の重要性概念は、被監査会社の規模等に応じて異なる相対的なものであるが、
しかし、その決定に際してまったく指針がないとすれば監査人としても判断のしようがない。そこで
監査基準委員会〔2005〕は、「重要性の基準値」にっいて、監査計画策定に際してという条件つきで
はあるが、前年度の財務諸表数値や当年度の予算に基づく財務諸表数値等を基礎とし、一般的には、「売
上高に与える影響」、「経常利益、当期純利益等の各段階の損益に与える影響」、「総資産に与える影響」、
「自己資本に与える影響」という4項目が考慮される（6項）としている。
　ここで監査基準委員会〔2005〕があげている4項目にはすべて「影響」という表現が用いられてい
るため漠然としてわかりにくいものとなっているが、これらは、かって監査委員会が示した重要性に
関する判断指標5を踏襲していると思われる。すなわち、監査委員会〔1968〕は、かつて次の3項目
の計算結果の「中位数」を重要性基準値として採用するという判断指標を提案していた。
　●総資本額の年0．5パーセント
　●資本金額の年4パーセント
　●税引後利益の年20パーセント
　監査委員会〔1968〕がかつて示したこの重要性の判断指標は、税法上のいわゆる期間損益通達に関
連して出された1つの指標6であって、財務諸表の利用者による経済的意思決定の判断に資するとい
う目的で作られたものではなかった。っまり、監査人による監査意見表明に際しての重要性の判断基
準として用いるという意図で設けられたものではなかった。このため、監査人の判断基準として正規
に採用されなかった。しかし、重要性を判断する際の指標ないしは基準値として中位数を採用すると
いう考え方は現在でも採用されており、各監査事務所は、監査基準委員会〔2005〕で示された4項目
をベースにして監査事務所独自の数値基準を設定し、その結果得られた解の中位数を財務諸表全体に
係る「重要性の基準値」として使用している。
　以上は、監査基準委員会〔2005〕が監査計画策定に際して示した「重要性の基準値」の決定に関す
る基本的な考え方であるが、「重要性の値」は、この「重要性の基準値」をもとにして、勘定や取引
ごとに設定される。しかし、「重要性の基準値」の設定とは異なって、「重要性の値」の設定方法を一
律かつ具体的に示すことはかなり困難である。監査基準委員会〔2005〕も、「重要性の値」は「監査
人の職業的専門家としての判断により、重要性の基準値より相対的に小さい金額として決定する。こ
5　重要性に関する判断指標にっいては、日本公認会計士協会の見解はかなり揺れ動いている。監査委員会は、当初、
監査委員会〔1968〕において、本文で示した「中位数」を提案した。これに対し、監査委員会〔1974〕は、「中位数」
のような量的基準だけで重要性を判断することは画一的すぎ、また、重要性の判断は監査人の自主性の問題であって
他律的に定まる性質のものではないとして、監査委員会〔1968〕の提案を否定した。そしてその後、それらの折衷と
　して監査基準委員会〔2005〕を規定した。詳細は長吉〔2007〕pp．252－256を参照されたい。
6　これは、「特定の期間損益事項にかかる法人税の取扱について」（昭42直法1278、直審（法）82）において、特定の
期間損益事項を損金処理することについて、「法人が継続して適用する会計処理で、適用することに相当の理由が認
められる場合には、課税上さしたる弊害のない限り、できるだけ認める。」とされたことから、「課税上さしたる弊害
のない」金額の決定に関して検討されたもの（松倉〔1977〕pp．62－73）であり、もともとの設定理由が監査上の重要
性を決定する基準値を想定したものではなかった。
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れは、特定の勘定や取引において発見した虚偽の表示の金額が重要性の基準値を超えていない場合で
あっても、発見したすべての虚偽の表示の金額を合計すると重要性の基準値を超える場合も考えられ
るからである。」（7項）として、「重要性の値」の具体的な設定方法を示していない。このように、「重
要性の値」は、監査人の長年の経験や知識という職業的専門家としての判断によって決定されるもの
である。
（2）監査リスクと「合理的な基礎」
　今日の財務諸表監査はリスク・アプローチの思考に基づいて実施されている。リスク・アプローチ
は、「重要な虚偽の表示が生じる可能性が高い事項にっいて重点的に監査の人員や時間を充てること
により、監査を効果的かつ効率的なものとすることができる」（企業会計審議会〔2002〕三3（1））
ことから世界各国に普及した監査手法であるが、こうした考え方は監査特有のものではない。すなわ
ち、監査のリスク・アプローチとは、監査リスクが大きいと考えられる領域には監査資源を重点的か
つ慎重に配分する一方で、監査リスクが小さいと考えられる領域にはその程度に応じて配分するとい
う考え方であり、限界のある監査資源の有効利用に関する考え方である。こうした資源の有効利用に
関する考え方は監査以外の分野においても通常みられるものであり、監査特有のものではない。
　また、「経済のグローバル化、これにともなう企業活動の規模・領域の拡大および取引の多様化・
複雑化は、企業の経営環境に大きな変化をもたらす。この状況は、企業に影響を及ぼすビジネス・リ
スクがますます増大し、かつ、そのリスクがつねに変動することを意味する。この状況に対応して、
企業におけるビジネス・リスクを監査上の視点から監査リスクとしてとらえる」（監査委員会〔2000〕
二第1章【解説】1（2）①）という思考に基づいて、平成17年改訂監査基準では、「リスク・アプロー
チの適用において、リスク評価の対象を広げ、監査人に、内部統制を含む、企業及び企業環境を十分
に理解し、財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす可能性のある事業上のリスク等を考慮することを
求めることとした。」（企業会計審議会〔2005〕二1）とし、平成14年改訂監査基準の考え方を外延的
に広げている。このような「内部統制を含む、企業及び企業環境を十分に理解」したうえでリスク・
アプローチを適用する考え方を、ビジネス・リスク・アプローチとよぶ。
　監査リスク・アプローチでは、以上の考え方に基づいて、次の評価モデル式と計画モデル式という
2つの論理モデル式により、監査人が許容できる監査リスクの水準が決定される（監査基準委員会
〔2002〕26項）。
AR＝IR×CR×DR・…一・評価モデル式
　　　ARDR＝　　IR×CR ・計画モデル式
　ここで、ARは監査リスク（Audit　Risk）、IRは固有リスク（lnherent　Risk）、CRは統制リスク（ControI
Risk）、そしてDRは発見リスク（Detection　Risk）をそれぞれ示す。
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　また、ビジネス・リスク・アプローチにおいては、IRとCRは、結合されて重要な虚偽表示のリス
ク（Risk　of　Material　Misstatement、　RMM）として示され、財務諸表全体および財務諸表項目の2
つのレベルで評価される。
　ここで、多くの監査論書は、AR、　IR、　CR、　DRはいずれも割合（％）で示され、これが、監査人
が許容できるARの水準の決定と、それに派生する監査意見の除外、および監査範囲の制約の際の判
断基準になるとしている7。しかし、ARとIRに関しては、割合ではなく、絶対額で把握しておくほ
うがより有用性が高いと考えられる。理由は次のとおりである。
　被監査会社の財務諸表に虚偽の表示があり、かつ、それが監査人が許容できるARの水準を超えて
いるため無限定適正意見を表明できない場合には、監査人はその超過の程度に応じて、除外事項を付
した限定付適正意見を表明するか不適正意見を表明することになる。
　監査人が除外事項を付した限定付適正意見を表明する場合には、「財務諸表に対する意見において、
除外した不適切な事項及び財務諸表に与えている影響を記載しなければならない。」（監査基準・第四
報告基準・四1）が、ここでいう　「財務諸表に与えている影響」とは、「連結損益計算書項目（営業
損益、経常損益、税金等調整前当期純損益及び当期純損益）に対する影響」（監査・保証実務委員会〔2009〕
lll　l．（1）③（イ））であり、虚偽の表示の絶対額である。
　また、監査人が不適正意見を表明する場合には、「財務諸表に対する意見において、財務諸表が不
適正である旨及びその理由を記載しなければならない。」（監査基準・第四報告基準・四2）が、「財
務諸表が不適正である理由」には「除外した不適切な事項及び当該事項が連結財務諸表に与えている
影響の記載が含まれる」（監査・保証実務委員会〔2009〕同）のであり、これも虚偽の表示の絶対額
である。
　以上により、監査人の表明する監査意見が除外事項を付した限定付適正意見か不適正意見の場合に
は、監査人は、意見区分において、当該財務諸表に虚偽の表示による絶対額としての影響額を記載し
なければならない。ここでは、財務諸表に虚偽の表示として割合による記載ではなく、絶対額として
の記載が求められているのである。このため、上記ARの設定に際しては、当初から、割合ではなく
絶対額で把握しておくほうがより有用性が高いと考えられる。そして、ARを絶対額で把握するため
には、そのもととなるIRも絶対額で把握しておく必要がある。
　こうしたことから、監査リスクの程度を監査意見表明のための「合理的な基礎」という観点から認
識するには、ARしたがってIRを絶対額で把握しておかなければならない。上記のとおり、多くの監
査論書は4つのリスクはいずれも割合で示されるとしているが、監査報告書の記載の仕方まで考える
とARとIRは絶対額で把握しておくべきである8。
7　たとえば、伊豫田他〔2004〕pp．128－134、内藤〔2004）pp．133－138、石田他〔2008〕pp．94－98などにみられる。
8　ちなみに、監査基準委員会〔2009〕は、「重要な虚偽表示のリスクの評価は、百分率のような数量によることもでき、
また『高い』、『中位』又は『低い』というような定性的な評価によることもできる。いずれの場合においても、監査
人にとって重要なことは、適切なリスク評価を行うことである。」（12項）としている。
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4．「合理的な基礎」の展開
（1）監査意見と「合理的な基礎」
①無限定適正意見と「合理的な基礎」
　監査人は、監査を実施した結果、経営者が作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、企業の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況をすべての重要
な点において適正に表示していると認められると判断した場合には、無限定適正意見を表明する。こ
の場合、監査人は、自らが必要と認めたすべての監査手続を実施して監査証拠を入手し、その入手し
た監査証拠によって監査要点を立証した結果、当該財務諸表には虚偽の表示がなかったか、あったと
しても財務諸表全体に係る「重要性の基準値」未満であると結論づけたのである。そして、これをも
とに当該財務諸表の適正性に関する「合理的な基礎」を形成できたので、無限定適正意見を表明する
のである。
　ここでは、監査人は、自らが必要と認めたすべての監査手続を実施でき、かつ、前掲の《図表1》
と《図表2》で示した適正性に関する心証を得たという事実により、監査人は無限定適正意見を表明
するに足る「合理的な基礎」を形成できたことになる。
②除外事項を付した限定付適正意見と「合理的な基礎」
　監査人は、経営者が採用した会計方針の選択およびその適用方法、財務諸表の表示方法に関して不
適切なものがあり、無限定適正意見を表明することができない場合において、その影響が財務諸表を
全体として虚偽の表示にあたるとするほどには重要でないと判断したときには、除外事項を付した限
定付適正意見を表明する。この場合、当該財務諸表には、虚偽の表示の部分と適正と認められる部分
とが混在しているので、監査人は、財務諸表の虚偽の表示の部分を除外事項として指摘する一方で、
財務諸表の他の部分については適正と考えて意見を表明することになる。
　監査人が除外事項を付した限定付適正意見を表明した場合、監査人は、当該財務諸表における「適
正」部分については、無限定適正意見において形成した「合理的な基礎」と同じ程度の「合理的な基
礎」を形成していると考えられる。その理由は、この監査において、監査人は、自らが必要と認めた
すべての監査手続を実施して監査証拠を入手し、その入手した監査証拠によって監査要点を立証した
結果、当該財務諸表の一部に虚偽の表示が認められたが、財務諸表の他の部分については虚偽の表示
は認められなかったか、またはあったとしても重要性が乏しいと判定したからである。
　このことは次の監査意見にも表現されている（傍点は筆者による。）。
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　会社は、・・・・・・・・・・…　　について、・・・・・・・…　　の計上を行っていない。
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従えば・・・・…　　を計上する
必要がある。この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ○○百万円
過大に、当期純利益は○○百万円過大に表示されている。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響を除き、我が国
において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、○○株式会社及び連結子会社
の平成×年×月×日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ
ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
（出所）監査・保証実務委員会〔2009〕III　l．（1）③（イ）
　ここでは、監査人は、財務諸表の一部に虚偽の表示が認められ、その一部の虚偽の表示により財務
諸表に影響があったと判断する一方で、財務諸表のその他の部分については適正であるという判断を
示し、その結果、財務諸表全体としては適正なものとして利用できると判定しているのである。つま
り、財務諸表全体を検証した結果として、2種類の監査意見を述べているのである。
③不適正意見と「合理的な基礎」
　監査人は、経営者が採用した会計方針の選択およびその適用方法、財務諸表の表示方法に関して著
しく不適切なものがあり、財務諸表が全体として虚偽の表示にあたると判断した場合には、財務諸表
が不適正である旨の意見を表明する。
　この場合、監査人は、財務諸表に重要な虚偽の表示が1つでもあることを立証できれば、不適正意
見を表明することになる。その場合には、他の項目の適正性は問わない。
　この場合の監査意見は次のとおりである（傍点は筆者による。）。
　会社は、・・・・・・・・・・…　　について、・・・・・・・…　　の計上を行っていない。
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従えば・・・・…　　を計上する
必要がある。この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ○○百万円
過大に、当期純利益は○○百万円過大に表示されている。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、○○株式会社及び連結
子会社の平成×年×月×日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないものと認める。
（出所）監査・保証実務委員会〔2009〕lnl．（1）③（イ）
ここでは、監査人は、財務諸表に重要な虚偽の表示が認められ、その影響の重要性に鑑み財務諸表
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は全体として適正に表示していないという監査意見を述べているのであって、重大な虚偽の表示が認
められる部分以外の財務諸表の部分については、意見を述べていない。つまり、この重大な虚偽の表
示が認められる部分以外についての監査意見は表明していないのである。
　この場合、監査人は、自らが必要と認めた監査手続を実施した結果、財務諸表全体に係る「重要性
の基準値」に照らして当該財務諸表には重要な虚偽の表示があることを立証したのである。このこと
から、監査人は、財務諸表は不適正であるという旨の意見を表明するに足る「合理的な基礎」を形成
したことになる。これは、他の項目について監査したかどうかとか、またその監査の結果がいかよう
なものであったかには関係ない。監査人は当該重要な虚偽の表示の存在だけで「合理的な基礎」を形
成して監査意見を表明したのである。
（2）意見表明の禁止と「合理的な基礎」
　監査基準によれば、「監査人は、重要な監査手続を実施できなかったことにより、財務諸表に対す
る意見表明のための「合理的な基礎」を得ることができなかったときには、意見を表明してはならな
い。」（第四報告基準・五2）とされている。これは意見表明のための「合理的な基礎」を得ることが
できなかったときであり、この点で上記（1）とは異なる。その理由は、上記（1）の3つのケース
は、表明する意見に相違はあるものの、いずれも重要な監査手続を実施でき、これにより監査意見表
明のための「合理的な基礎」を形成できているからである。
　上記の監査基準にいう　「重要な監査手続を実施できなかった」とは、単に監査人が監査計画策定時
に予定していた重要な監査手続を実施できなかったというだけではなく、その手続が実施できないと
判明した時点で、他の代替的な手続を実施しようといろいろ模索したにもかかわらず、その代替的な
手続も行うことができなかった場合もふくまれると解すべきである。逆にいえば、監査人による意見
表明が禁止される場合とは、監査人は重要な監査手続を実施できなかったので代替的手続を実施すべ
くあらゆる方法を検討したが、それでも結果として検討したすべての代替的手続を実施することがで
きず、そのため監査要点の立証に必要な十分かつ適切な監査証拠を入手できなかった場合に限定して
考えるべきである。その理由は、投資者は、監査意見とくに無限定適正意見が添付された財務諸表に
ついていろいろな投資上の分析を行い、これを自らの投資意思決定のための資料として役立てるので、
監査人の監査意見は投資者の投資意思決定に非常に重要な情報を提供するものとなっている。そのた
め、監査人は、投資者の投資意思決定に役立っように、極力、監査意見を表明すべきであり、したがっ
て、監査意見表明が禁止されるケースについては、限定的に考える必要があるからである。
　こうしたことから、監査意見の表明が禁止される場合とは、ある特定の監査局面において、監査人
がすべての重要な監査手続を実施できず、また他の代替的手続も実施できなかった結果、《図表1》
で示した「虚偽の表示」の全体像を把握できず、「利益に影響を及ぼす虚偽の表示の集計」ができず、
したがって「監査対象の適正性の判定」もできなかった場合である。監査意見の表明が禁止される場
合とは、こうした場合に限定して考えるべきである。
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　このように考えていくと、意見表明が禁止される「虚偽の表示」の全体像が把握できなかった場合
とは、重要ではない監査手続が実施できなかった場合は該当せず、逆に、監査人が、他の監査人が実
施した重要な事項に関する監査結果を利用できないと判断したときや、当該事項について重要な監査
手続を追加して実施できなかった場合、また、将来の帰結が予測し得ない事象または状況が存在し、
財務諸表に与える当該事象または状況の影響が複合的かつ多岐にわたる場合は、該当すると考えるべ
きであろう。
（3）監査手続と「合理的な基礎」
　監査人が実施する監査手続と「合理的な基礎」との関係について考えてみると、無限定適正意見と
除外事項を付した限定付適正意見は、監査人が自ら必要と認めたすべての監査手続を実施できた場合
に表明される。不適正意見の場合は、監査人は必要と認めたすべての監査手続を実施したとは限らな
い。つまり、不適正意見の場合は、財務諸表に重要な虚偽の表示が1つでも検出されれぼその段階で
監査人は不適正意見を表明するからである。
　このように、3種類の監査意見には、監査手続の実施に関しては異同があるが、監査意見表明の基
礎となる「合理的な基礎」を形成できたという点に関しては一致している。
　しかし、意見表明が禁止されている場合は、監査人は監査意見表明のための「合理的な基礎」を形
成できなかったという点で前3者とは異なる。
5．むすび
　今日、監査論における「合理的な基礎」の概念やその形成過程について具体的な研究は進んでいな
いが、筆者は、「合理的な基礎」とは、監査人の意見が適正意見であるか不適正意見であるかにかか
わらず、監査人が最終的に財務諸表の適正性に関する意見を表明するために自らが得た心証であると
考えている。そして、この「合理的な基礎」は、監査人が設定する「重要性の基準値」と相関関係に
あり、「重要性の基準値」が高くなればなるほど、「合理的な基礎」の水準もそれに応じて高くなる。
このため、「合理的な基礎」の決定は、同時に監査人が許容できる「重要性の基準値」の水準の決定
ともなっている。
　ところで、「重要性の基準値」は、今日では中位数という考え方を用いて決定されている。この考
え方は、もともと監査委員会〔1968〕が提唱したものであるが、その後曲折を経て、今日では各監査
事務所においても、監査基準委員会〔2005〕で示された4項目をべ一スにして独自の数値基準を設定
し、その結果の中位数を財務諸表全体に係る「重要性の基準値」として用いている。また、「重要性
の値」は、こうして得られた「重要性の基準値」を基にして、勘定や取引ごとに監査人の職業的専門
家としての判断によって決定されている。
　監査人は、以上によって決定された「重要性の基準値」を尺度として被監査会社の虚偽の表示の重
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要性を判断するが、監査論においては、「重要性の基準値」はARと同義であり、そのARは通常、割
合で示されるとしている。しかし、もし、被監査会社の財務諸表にふくまれる虚偽の表示の重要性が
高く、監査人は除外事項を付した限定付適正意見か不適正意見を表明せざるを得ない場合、監査人は
監査報告書の意見区分において除外事項による影響または不適正意見となった理由を絶対額で記載し
なけれぼならない。このため、監査人としては当初からARを割合ではなく絶対額で把握しておくほ
うがより有用性が高い。そして、ARを絶対額で把握するためには、そのもととなるIRも絶対額で把
握しておく必要がある。
　監査人が表明する監査意見には、無限定適正意見、除外事項を付した限定付適正意見、および不適
正意見の3種類があるが、監査人は、いずれの場合も意見表明のための「合理的な基礎」を形成した
うえでこれらの意見を表明する。もし監査人が意見表明のための「合理的な基礎」を形成できなけれ
ば、意見の表明は禁止される。これは、「合理的な基礎」が監査意見表明のための基礎として機能す
るものであることから、当然である。
　「合理的な基礎」は抽象的な概念のためか、その研究はなかなか進んでいない。同様に、「合理的な
基礎」と密接な関係にある重要性の基準の設定方法にっいても研究が進んでいない。これらは、いず
れも監査人が表明する監査意見の種類に多大の影響を及ぼすだけに今後のさらなる研究が求められ
る。
【参考文献】
石田他〔2008〕：石田三郎・林隆敏・岸牧人『監査論の基礎（第2版）』、東京経済情報出版、2008年。
伊豫田他〔2004〕：伊豫田隆俊・松本祥尚・林隆敏『ベーシック監査論』、同文舘出版、2004年。
監査委員会〔1968〕：日本公認会計士協会監査委員会「重要性判断基準についての仮案」、昭和43年3
　　月ll日、『JICPA　NEWS』第109号（1968年2月1日）。
監査委員会〔1974〕：日本公認会計士協会監査委員会報告第17号「重要性の判断基準について」、昭和
　　49年10月23日。
監査委員会〔2000〕：日本公認会計士協会監査委員会研究報告第10号「監査マニュアル作成ガイド『監
　　査アプローチ編』（中間報告）」、『JICPAニュースレター』第91号（2000年10月臨時増刊）。
監査基準委員会〔2002〕：日本公認会計士協会監査基準委員会報告書第5号（中間報告）「監査リスク
　　と監査上の重要性」、平成14年5月30日。
監査基準委員会〔2005〕：日本公認会計士協会監査基準委員会報告書第5号「監査上の重要性」、平成
　　17年3月31日最終改正。
監査基準委員会〔2009〕：日本公認会計士協会監査基準委員会報告書第28号「監査リスク」、平成21年
　　4月21日最終改正。
監査・保証実務委員会〔2009〕：日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第75号「監査報告書
一108一
明治大学社会科学研究所紀要
　　作成に関する実務指針」、平成21年7月8日最終改正。
企業会計審議会〔2002〕：企業会計審議会「監査基準の改訂にっいて」、平成14年1月25日。
企業会計審議会〔2005〕：企業会計審議会「監査基準の改訂にっいて」、平成17年10月28日。
内藤i〔2004〕：内藤文雄『財務諸表監査の考え方』、税務経理協会、2004年。
長吉〔2007〕：長吉眞一『監査基準論』、中央経済社、2007年。
長吉〔2008〕：長吉眞一「監査証拠、監査要点および合理的な基礎の相互関係」、『会計論叢』（明治大
　　学大学院会計専門職研究科）第3号（2008年3月）、pp．43－63。
長吉〔2010〕長吉眞一「監査における『合理的な基礎』と『合理的な保証』との関係」、『会計論叢』（明
　　治大学専門職大学院会計専門職研究科）第5号（2010年3月）、pp．1－12。
松倉〔1977〕：松倉太一郎「監査と重要性」、日本公認会計士協会東京会編『例解会計監査報告書』、
　　pp．62－73、第一法規出版、昭和52年。
一109一
